
 

令和７年度 施策評価 
（市民意識調査 今後重点的に取り組むべき施策関係 抜粋） 
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資料４ 

◆現在の第２次総合計画 後期基本計画の令和７年度終了時点の全45施策の評価（市内部での評価）を実施し、課題と今後の方向性等に 

ついて整理しました。 

 

◆今回の審議会では、その中で、市民意識調査の満足度×重要度マトリクス分析で、「今後重点的に取り組むべき施策」となった施策に関連する

ものを取り上げ、説明します。 

 
◆審議会で取り上げなかった施策評価については、【資料４-別冊】にまとめてあります。 

確認いただき、何か気になる点や意見等ありましたら、事前に連絡いただくか、会議内でご意見いただければ、説明・回答いたします。 

分野 施策名（略称） 満足度 重要度

医療・福祉・人権 障がい者福祉 2.49 3.58

医療・福祉・人権 高齢者福祉 2.53 3.54

医療・福祉・人権 介護支援 2.63 3.60

医療・福祉・人権 生活困窮者支援 2.51 3.56

子育て支援 出産・子育て支援 2.66 3.74

防災・防犯 防災対策 2.50 3.72

防災・防犯 交通安全 2.68 3.58

防災・防犯 防犯対策 2.39 3.63

防災・防犯 消費者保護 2.43 3.64

都市基盤 計画的な土地利用 2.66 3.50

都市基盤 幹線道路の整備 2.47 3.55

都市基盤 生活道路の整備 2.40 3.57

都市基盤 公共交通網 2.06 3.58

経済活動 労働・雇用環境 2.59 3.53



令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

作成者 評価者 基本施策の成果や課題 今後の展開・方向性

高齢者介護課
課長　中澤　清香

福祉部長
渡邊　恵

高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持ち、できるだけ自立し暮らしていくために、高齢者を年齢や心身の状況等により分け隔てなく、誰でもが参加できる地域の住民
主体の自主的活動グループ（団体）を充実させ、人と人とのつながりを通じて、グループ（団体）が継続的に拡大していくような地域づくりが必要です。しかし、地域活動
の中心であった市民等の高齢化が進み、活動の継続が困難となっていることも課題とされます。また、複合的な問題を抱える要支援者に対しては、介護保険サービスに
加え、その他の福祉サービスの充実と地域で支える体制づくり事業も必要とされてます。

健康寿命の延伸と安定的な介護保険事業の運営には、介護予防への取り組みや健康を維持し生きが
いを持ち地域で自立した日常生活を送ることが重要です。地域ケア会議、生活支援体制整備事業、
認知症施策推進事業等を通じ高齢者の意欲的な介護予防事業への参加や社会参加を行う仕組みづ
くりを官民学が連携し積極的に進めます。健康寿命延伸のため、高齢者の保健事業と介護予防の一
体的推進と、高齢者福祉計画及び第9期介護保険事業計画の評価を踏まえ、第10期の各計画の策
定を行います。高齢者の生きがい活動の拠点である老人福祉センターは、長寿命化計画を踏まえ、今
後の在り方の研究を進めていきます。

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

高齢者が住み慣れた地域で生きがいと役割を持ち、安心し
て健康に暮らすことができるまちを目指します。

高齢者介護課

介護保険特別会計繰出金、穂高地域福祉センター改修事業、老人福祉総務費、老人福祉施設
入所措置事業、老人福祉施設等管理事業、介護慰労金支給事業、堀金福祉センター改修事
業、介護保険施設整備等補助事務、介護保険総務費（特別会計によらないもの）、老人福祉セ
ンター運営補助事業　など

目標 いきいきと健康に暮らせるまち

健康支援課 （健康増進事業：KPIのみ）
施策名 高齢者福祉の充実

【施策指標に関する分析】

元気高齢者の割合 健康寿命（男性）

% 歳81.1 90.7

元気高齢者の割合は健康意識の高まりや、地域の通いの

場への参加等から順調に推移していますが、引き続き、高

齢者の社会参加、介護予防、健康づくりによる健康に暮ら

せる地域づくりを推進していく必要があります。

【施策指標に関する分析】 【施策指標に関する分析】 【施策指標に関する分析】

男性の健康寿命を伸ばすためのKPIは、男性は女性に比べて

喫煙率が高く、これが脳血管疾患やがんのリスクを大きく引き

上げます。塩分摂取量は高血圧の主因であり、脳卒中や心疾

患のトリガーとなります。血圧およびBMIは収縮期血圧のコン

トロールや適正体重の維持が重視されます。また、定年退職後

の「孤立」が男性の認知機能や身体機能の低下（フレイル）を

招きやすいため、就労や地域活動への参加が重要です。

生物学的要因として、女性ホルモン（エストロゲン）の働き

により、心疾患や脳血管疾患などのリスクが男性より低く

保たれることが健康寿命の長さに寄与しています。

一方、女性は家事や介護の負担がメンタルヘルスに影響を

与えやすく、検診受診率の低さも課題となっています。

アクティブシニアがんばろう事業は、104団体からの申請

がありました。また、住民主体の自主活動グループは3団

体を支援し、新規1団体が立ち上がりました。更に高齢者の

保健事業と介護予防の一体的実施事業の取り組みの中の

ポピュレーションアプローチとして、健康寿命延伸に向けた

健康教育とフレイルチェックを実施しました。

健康寿命（女性）
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令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

障がい者支援課
課長　高橋　恵

福祉部長
渡邊　恵

在宅福祉給付事業や外出・通院支援事業等を通して、在宅介護の経済的支援や移動に要する経済的負担を軽減することで、地域で安心して生活が送れる一助になっ
ています。少子高齢・人口減少社会の中、支援が必要な障がい者は増加傾向にあり、障害福祉サービスのニーズも多様化し、障がい福祉の更なる充実が求められてい
ます。障がい者が単に在宅での日常生活を維持するだけでなく、地域での社会活動へ主体的に参加し、生きがいに満ちた豊かな暮らしを実現できるよう個別ニーズに寄
り添ったきめ細かな施策の更なる充実が課題となっています。また、障がいに対する理解促進や障がい者差別の解消に向けた啓発活動を継続する必要があります。

基幹・総合相談支援センター運営の安定稼働に努めるとともに、他事業所への委託も模索し、障がい
者相談支援体制の整備に努めます。
「第４期障害者基本計画」、「第７期障害福祉計画」及び「第３期障害児福祉計画」に基づき計画的に施
策を実施します。
自立支援協議会において、地域の課題に取り組んでいきます。
障がいに対する理解の促進や障がい者差別の解消に向けた啓発活動として講演会等を実施してい
きます。

今後の展開・方向性

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

障がいの有無に関わらず、お互いが地域の一員として認め
合い、いきいきと安心して暮らすことができるまちを目指
します。

障がい者支援課

自立支援給付事業、障害児通所支援給付事業、障がい者支援センター改修事業、障が
い者支援センター運営事業、地域生活支援事業、特別障害者・障害児福祉手当事業、
在宅福祉給付事業、障がい福祉総務費、児童発達支援等事業運営補助、外出・通院支
援事業　など

目標 いきいきと健康に暮らせるまち

施策名 障がい者福祉の充実

作成者 評価者 基本施策の成果や課題

【施策指標に関する分析】

県障がい者スポーツ大会

参加者数

県障がい者文化芸術祭

参加者数
人 人614 

広報紙および市ホームページに掲載するとともに、障が

い者支援施設や前年度参加者に対して周知等を行って

おりますが、目標の数値には達しませんでした。障がい者

スポーツ大会への参加にあたっては、参加者の個別の状

況（安全な移動手段の確保、専門の支援員・引率者の配

置、健康管理等）も重要であり、結果として参加人数が伸

び悩みました。今後も県とも連携し、丁寧な周知を行って

いきます。

【施策指標に関する分析】 【施策指標に関する分析】

障がい者支援施設や前年度参加者に対して周知等を行っ

ていますが、目標の数値には達しませんでした。県とも連携

し、多くの障がい者が参加しやすい文化芸術祭になるように

研究していきます。また、効率的な周知方法も模索していき

ます。

一般就労へ移行した障がい者数については、令和7年度は

前年度を下回りましたが、令和６年度までは目標を上回る

人数となっていたため、今後も一般就労に向けた取り組み

を適切に実施し、目標の人数を達成できるよう引き続き一

般就労移行に取り組みます。
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令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

建築住宅課
課長　新保　賀朗

都市建設部長
宮沢　英昭

　市営住宅等の適正な維持管理に努めるとともに、安曇野市公営住宅等長寿命化計画に基づく工事（リノベーション、修繕、施設の除却等）等を実施し、住環境の整備に
進めました。
　建築資材等の物価高騰により、事業費が上昇傾向にあるため事業費の確保が課題です。

　安曇野市公営住宅等長寿命化計画に基づき、引き続き公営住宅の維持管理・整備を進めます。

子ども家庭支援課
課長　丸山　大輔

教育部長
洞　武志

・女性保護事業として相談事業を実施しました。人間関係についての相談が多く、特に離婚や配偶者間暴力についての内容が目立ちます。訪問・来所・電話による手法
で受け付けるが電話による相談が最も多い状況で、相談延べ件数も年々増加しています。
・ひきこもり対策事業としては、相談支援に加え、同じ環境の家族等が集まった懇談や茶話会を開催しました。

・相談件数の増加に伴い、職員体制を整えていきたいと思います。
・相談しやすい環境整備に努めるとともに、解決に向かえるような支援を心掛けていきたいと思いま
す。

作成者 評価者 基本施策の成果や課題 今後の展開・方向性

福祉課
課長　藤澤　一渡

福祉部長
渡邊　恵

　生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者の支援や生活保護受給に至る前段階での自立支援を行うため、生活困窮者自立相談支援事業、住居確保給付金事業、
就労準備支援事業、家計改善支援事業を継続的に実施できています。コロナによる影響は薄れてきましたが、物価高騰による相談は続いているため、就労による自立が
困難な世帯への継続的な支援が必要となっています。

　生活困窮者の状況の変化により、深刻度が増さないように、事業委託先である社会福祉協議会まい
さぽ安曇野と連携した相談体制を継続します。

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

経済的に困窮する方が抱える様々な問題や不安に寄り添
うことで、自立と尊厳を保ち、健康で文化的な生活を送る
ことができるまちを目指します。

福祉課
生活保護費給付事業、穂高社会就労センター改修事業、社会就労センター管理費、生活保護
総務費、生活困窮者自立相談支援事業、子ども学習支援事業、三郷社会就労センター改修事
業、子どもの居場所づくり支援事業、家計改善支援事業、住居確保給付金事業　など

目標 いきいきと健康に暮らせるまち 建築住宅課 公営住宅整備事業、公営住宅等長寿命化事業、公営住宅等維持管理事業

施策名 生活の安定と自立への支援 子ども家庭支援課 女性保護事業、ひきこもり対応推進事業

【施策指標に関する分析】

市民意識調査「生活に困ったとき

に相談できる体制が整っている」

と思う市民の割合

良好な住環境が整備

されている市営住宅

住戸数％ 戸190 19.4

コロナによる影響は薄れてきたが、物価高騰による相談

は続いているため、就労による自立が困難な世帯への継

続的な支援は必要となっています。生活困窮者の状況の

深刻度が増さないよう、気軽に相談できる社会福祉協議

会のまいさぽ安曇野と連携した相談体制を継続していき

ます。

【施策指標に関する分析】

安曇野市公営住宅等長寿命化計画に基づき改修工事等

が行われており、住環境の整備が順調に進んでいます。

19.6

19.4

15

17

19

21

設定時 R5 R6 R7 R8 R9

市民意識調査「生活に困ったときに相談できる体

制が整っている」と思う市民の割合

目標値 実績

178

190

140

150

160

170

180

190

200

設定時 R5 R6 R7 R8 R9

良好な住環境が整備されている市営住宅住戸数

目標値 実績

【3】



令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

健康支援課
課長　二木　正

保健医療部長
保科　幸

核家族化の進行、共働き世帯の増加、地域のつながりの希薄化により、子育て家庭を取り巻く環境は激変しています。周囲に相談できず孤立する「孤育て」を防ぐため、
妊娠期から学童期まで一貫した「切れ目のない支援」が健康支援課をはじめ関係課等に強く求められています。
将来にわたる健康的な生活習慣の基礎ができるよう、また保護者が児の発育発達について見通しをもち安心して子育てが行えるよう、健診や相談等を実施しました。健
診会場への来所が難しい場合は、地区担当保健師が個別に対応し、訪問による相談等を実施しました。

安心して妊娠・出産・子育てができるよう妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援を行います。また、
個々の状況に応じた支援を実現するため、関係機関とのスムーズな連携を図ります。

作成者 評価者 基本施策の成果や課題 今後の展開・方向性

健康推進課
課長　太田　雅史

保健医療部長
保科　幸

　核家族化や共働き家庭の増加、ライフスタイルの多様化による地域とのつながりの希薄化など、子育てを取り巻く環境が大きく変化しており、安心して妊娠・出産・子育
てができるよう妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援が求められています。
　妊娠期から出産・子育て期まで継続して支援ができるように相談支援や関係機関等への連絡調整を実施しました。
　また、産後ケア事業の充実を図り、市内外の医療機関・助産所に加え、県の助産師会へ事業の委託を行うと共に、妊婦支援給付金（出産子育て応援給付金）、オプショ
ナル新生児スクリーニング検査費用助成、不妊・不育症治療費助成事業、未熟児養育医療事業等の経済的支援を行いました。

　今後も引き続き、安心して妊娠・出産・子育てができるよう、個々の状況に応じた寄り添った支援の
実現と安心して支援が受けられる体制を目指し、関係機関とのスムーズな連携を図ります。

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

結婚・妊娠期から子育て期における切れ目のない支援によ
り、安心して子どもを産み育てることができるまちを目指
します。

健康推進課
出産・子育て応援給付金事業、不妊・不育症治療費助成事業、母子・子育て支援事業、
未熟児養育医療事業

目標 いきいきと健康に暮らせるまち 健康支援課 母子保健事業

施策名 結婚、妊娠・出産、育児支援の充実 移住定住推進課 （移住定住推進事業：KPIのみ）

【施策指標に関する分析】

「育てにくさを感じた時に何ら

かの解決方法を知っている」と

回答した３歳児の保護者の割合

むし歯のない３歳児

の割合
％ ％94.691.3 

子どもの年齢が上がるにつれて「育てにくさ」を感じる割

合が増える一方、相談先等の解決方法を把握している保

護者の割合も上昇する傾向にあります。解決策を知って

いることと、実際に「安心して相談でき、負担が軽減される

こと」の間には乖離が生じやすいため、今後も安心して相

談等ができる体制を充実させていく必要があります。

【施策指標に関する分析】 【施策指標に関する分析】

乳幼児健診等で早期から、口腔機能の健全な発達やむし歯

予防につながる歯科相談・保健指導を行い、保護者の関心

を高めています。歯の健康格差縮小に向けて、引き続き、歯

科指導等を継続して取り組む必要があります。

サポート事業である「結婚新生活支援事業補助金」の申請

件数は、昨年より４件減少しましたがほぼ目標値を達成し

ています。申請要件のうち、国の交付要件である世帯所得

が５００万円以下となっており、給与水準の上昇により、要

件に該当しなかったことが要因として考えられます。

新婚生活サポート件数

件34
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目標値 実績
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令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

子ども家庭支援課
課長　丸山　大輔

教育部長
洞　武志

・家庭環境や働き方の変化に伴い児童クラブ利用希望者が増加しており、その増加割合も大きくなってきています。また、現時点で6年生まで受入ができていない学校
が２校（豊科南小・三郷小）あります。
・支援が必要な児は増加傾向にあり、相談件数が増えています。また、育児に対する未熟さや不安感の強さなどから、支援を必要とする保護者が増えています。

・児童クラブキャパシティを確保するため、必要な児童クラブにおいては施設整備を行います。
・保護者との関わり方や子どもへの理解を深めるため、専門職の知識の向上や係内ミーティングの実
践に努めます。また、必要な未就学児及び児童生徒への就学相談の実施や関係機関へのつながりを
支援します。

今後の展開・方向性

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

安心して子育てができる環境を整備し、国籍の違いや障が
い・病気の有無、貧困などを問わず、全ての子どもが健や
かに育まれるまちを目指します。

子ども家庭支援課
児童手当給付事業、児童館運営事業（民間委託事業）、児童扶養手当給付事業、児童
福祉総務費、豊科児童館整備事業、子育て応援手当給付事業、児童発達支援事業、家
庭児童相談事業、三郷小児童クラブ整備事業、ファミリーサポート事業　など

目標 いきいきと健康に暮らせるまち

施策名 子どもを育む環境の充実

作成者 評価者 基本施策の成果や課題

【施策指標に関する分析】

市民意識調査「出産・子育て

がしやすい地域である」と思

う市民の割合

６年生まで受け入れる

放課後児童クラブ数
％ 施設827.4 

市民意識調査の自由回答欄では、課題として主に児童ク

ラブ等のハード面の整備が需要に追い付いていない点や

、他市町村に比べ、子育て世帯への経済的支援が少ない

点が指摘されており、そういった評価が数値に反映されて

いると考えます。

【施策指標に関する分析】 【施策指標に関する分析】

令和6年度に豊科東小学校児童クラブを校内に整備したこ

とで、令和７年度は６年生までの受入が可能になった児童ク

ラブが８となりました。

令和７年度は目標値には届かなかったが、令和６年度より

数値は良化しており、市の子育て支援が一定の評価を得

ていると考えます。

「この地域で子育てをしたい」

と回答した３歳までの子ども

の保護者の割合 %97.4

39.4

27.4

20

25

30

35

40

45

50

設定時 R5 R6 R7 R8 R9

市民意識調査「出産・子育てがしやすい

地域である」と思う市民の割合
目標値 実績

6

8

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

設定時 R5 R6 R7 R8 R9

６年生まで受け入れる放課後児童クラブ数

目標値 実績

98.7

97.4

95

95.5

96

96.5

97

97.5

98

98.5

99

99.5

設定時 R5 R6 R7 R8 R9

「この地域で子育てをしたい」と回答した３

歳までの子どもの保護者の割合
目標値 実績
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令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

商工労政課
課長　山崎　岳志

商工観光スポーツ部長
黒岩　一也

リモートワーカー育成事業では、安曇野市メールマガジンを配信し、各種セミナーやリモートワークに関する情報を提供しており、登録者が１９０名を超えました。現在、育
成したワーカーが、マネージャー研修をへてテレワークセンターを活用して他のワーカーや企業に情報発信しており、リモートワークを通じた多様な働き方の推進に寄与し
ています。
市内における新規起業者及び起業予定者は、創業セミナーや都心部での起業セミナーなどにより増加傾向であるが、定着に向けた伴走支援が課題となっています。

中小企業診断士による起業後の伴走支援を行い経営の安定化を図ります。
起業時は、融資による支援も必要であることから、制度資金の活用について金融機関との連携を図
り、必要に応じ補助事業を紹介します。

今後の展開・方向性

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

市内企業と就労希望者のマッチングを進めるとともに、コ
ワーキングスペースの整備やリゾートテレワークを推進し、
多様な働き方ができる地域の実現を目指します。

商工労政課
勤労者支援事業、しごと創出事業、ふるさとハローワーク管理事業、安曇野市勤労者
互助会運営事業、雇用対策事業

目標 魅力ある産業を維持・創造するまち

施策名 多様な働き方への支援

作成者 評価者 基本施策の成果や課題

【施策指標に関する分析】

移住者就労マッチング等

支援件数

市の事業を通じたテレ

ワーク実施者数
件 人2348 

安曇野市への移住と起業を検討する潜在層に対して地域

理解の深化、制度認知の向上、行動意欲の醸成といった

点で一定の効果がみられました。事業計画の策定に関す

る助言など、実践的な伴走支援により起業と移住の実現

につながったと考えます。

【施策指標に関する分析】 【施策指標に関する分析】

実績値は前年から増加したものの、目標値とは大きく乖離

しています。これは、これまでの受託業者が現業の人材もカ

ウントしていたため、R6から純粋なリモートワーカーのみの

実数としてカウントしたためです。令和６年からリモートワー

カーの育成に取り組んだ結果、自立して活躍できるリモート

ワーカーは増加しており、テレワークセンターを活用するワー

カー登録者は５０名を超えています。

目標値の達成に至らなかったものの、創業支援セミナーの

開催や起業に係る伴走支援等により起業者は増加傾向が

続いています。
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令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

作成者 評価者 基本施策の成果や課題 今後の展開・方向性

危機管理課
課長　中澤　功一郎

危機管理監
西山　勇司

　土砂災害危険個所地区に対して実施している説明会等により、地域住民・防災組織の意識の向上に繋がり、自主避難計画の策定促進が進められています。また、避難
所の民間施設の活用について、関係機関・民間施設と調整を進め、協定等の締結・連携の確認等を行い、避難所の増加に努めました。

市民の防災意識の向上が災害時の被害拡大防止や軽減に繋がることから、自主防災組織や土砂災
害危険地区等に対して自主避難計画の策定・訓練実施の説明会等を実施し、意識の向上を図ってい
きます。また、災害時の協力体制の強化・充実を図るため、協定締結対象の選定・調整を進めていき
ます。

建築住宅課
課長　新保　賀朗

都市建設部長
宮沢　英昭

　住宅の耐震診断や耐震改修・除去工事に対する補助等の支援を行い、耐震化の促進と市民の防災意識の向上を図りました。
　旧耐震基準建築の住宅所有者の多くが高齢者です。改修にあたり多額の費用が必要なことから、工事に踏み切れない状況が見受けられます。

　耐震補強が必要な住宅所有者に、耐震化の重要性や補助金・低コスト工法等の情報をDM等を活
用し発信していきます。

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

防災・減災対策の充実を図り、災害などの被害を最小限に
抑え、誰もが安全に安心して暮らすことができるまちを目
指します。

危機管理課
常備消防負担金事業、防災行政無線設備新設・更新事業、非常備消防運営事業、災害
対策総務費、消防施設維持整備事業、消防団詰所更新・統廃合事業、防災行政無線維
持整備事業、災害対策事業、分団等運営補助金交付事業、防災啓発事業　など

目標 安全で安心に暮らせるまち

建築住宅課 住宅・建築物耐震改修促進事業
施策名 防災・減災対策の推進

【施策指標に関する分析】

土砂災害危険箇所存在

区における避難体制づく

り取組率

避難所として活用する民間施

設
％ 施設846.9

対象地区に対する計画的な説明会を実施したことで、自

主避難計画等の作成推進に繋がりました。引き続き、計画

的な説明会を実施し、避難体制づくりの取り組み率向上

に努めてまいります。

【施策指標に関する分析】 【施策指標に関する分析】 【施策指標に関する分析】

協定等の締結に向けて計画的に調整を進めたことにより、

避難所として活用する民間施設の増加に繋がりました。そ

の一方で、被害想定区域以外で対象となる民間施設が限ら

れているため、慎重な選定を行っていく必要があります。

昭和56年以前の旧耐震基準で建築された住宅所有者に

、耐震診断を促すダイレクトメールを送付したこと等により

、予定以上の耐震診断を実施することができました。

現在の耐震基準を満たさない住宅に、耐震改修の必要性

や補助制度を周知したこと等により、順調に進捗していま

す。
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令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

作成者 評価者 基本施策の成果や課題 今後の展開・方向性

危機管理課
課長　中澤　功一郎

危機管理監
西山　勇司

　全国各地で頻発している地震や豪雨災害等により、市民の防災意識が高まっていることから、出前講座や防災講演会等を通じた働きかけを実施した結果、訓練実施
率が増加しました。火災発生件数は目標値内に収まっているが、依然として春先の野焼き等の延焼による住宅・山林火災が増加していることから、関係機関と連携した
火災防止啓発を推進する必要があります。

市民の防災意識向上のため、防災講演会・出前講座等の依頼を待つ受け身の姿勢ではなく、各種機
会を捉えた積極的な働きかけを行い、地区防災訓練の実施率向上を図っていきます。
火災発生件数については、野焼きの延焼による火災が頻発していることから、林野火災注意報の運
用を基に松本広域消防局や関係機関と連携し、野焼き等による火災防止を目的とした火災防止啓発
を推進していきます。

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

激甚化する災害に迅速かつ的確に対応するために、地域防
災の中核である消防団や自主防災組織の活動の充実を図
ります。

危機管理課 （非常備消防運営事業、防災組織支援事業：KPIのみ）

目標 安全で安心に暮らせるまち

福祉課 （災害時避難行動要支援者名簿作成事業：KPIのみ）
施策名 地域の防災活動の強化

【施策指標に関する分析】

地区防災訓練の実施率 火災発生件数

％ 件375

近年、国内において頻発する地震・豪雨災害により、市

民の防災意識が高まっていることを受け、自主防災組織

への防災啓発や出前講座等の働きかけを行ったことから

、訓練実施上昇の要因と思料されます。引き続き、地域住

民や自主防災組織等への防災啓発を推進し、市民のさら

なる意識向上に努めます。

【施策指標に関する分析】 【施策指標に関する分析】 【施策指標に関する分析】

発生件数は目標値内ではあるが、前年度に比べて件数が

増加している要因として、春先の野焼き等が住宅・山林に延

焼し、火災となる事案が依然として多いため、令和８年１月

から運用が始まった「林野火災注意報」を基に松本広域消

防局と連携し火災予防啓発を推進していきます。

目標達成まであと１組織ですが、同組織の活動が低下し

ていることから、防災活動支援補助金制度等の活用などに

ついて、各種機会を捉えた丁寧な説明を重ね、地域防災に

対する関心度を高めていきます。

65歳以上の対象者が増加しておりますが、自分はまだま

だ大丈夫と考えられる方が多いと思われ同意率が減少し

ています。市内各地区では防災に関する様々な活動が行

われておりますので、市民や地域への丁寧な説明を継続し

、要支援者の名簿掲載を求めていきます。

自治会の防災計画

の策定率
%98.9

避難行動要支援者名簿提

供同意率
%66
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令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

維持管理課
課長　小穴　清隆

都市建設部長
宮沢　英昭

　各区やPTAなどから出される交通安全施設の要望に対し、緊急性・危険性等から優先度を判断しながら整備を行いました。なお、直営作業で対応可能なものは即対
応し、道路利用者に対し交通安全に寄与する安全な道路環境を提供することができました。
　しかし、毎年多くの要望が出されることから、すべての要望に早期に応えていくことが困難な状況です。

　要望に対し優先度を判断しながら効果的な安全施設整備を進めていきます。

作成者 評価者 基本施策の成果や課題 今後の展開・方向性

地域づくり課
課長　征矢野　和久

市民生活部長
赤沼　さつき

安全安心まちづくりを進めるため、各区と連携した防犯灯設置が求められます。防犯啓発・特殊詐欺被害防止対策機器購入補助金制度について高齢者宅訪問を行うな
ど高齢者対策が必要です。また、高齢者が関係する事故割合は前年49.3％、本年43.7％と減少しています。しかし、引き続き高い割合をしめる、抑制のための施策が
必要です。

詐欺被害を防ぐため、ホームページや街頭啓発などで広報します。特殊詐欺被害防止対策機器購入
補助金制度についても引続き広報します。交通安全教室は、あらゆる年代に合わせたメニューを用意
しているので、興味を持っていただくような広報をし、特に高齢者の関係する交通事故減少に努めま
す。自転車乗車時の安全を守るため、ヘルメット着用を呼びかけ、購入補助金制度の広報を行いま
す。

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

犯罪の抑止や事故の防止に取り組み、安全・安心に暮らす
ことができるまちを目指します。

地域づくり課 防犯灯管理運営費、交通安全対策推進事業、防犯対策推進事業

目標 安全で安心に暮らせるまち 維持管理課 交通安全施設整備事業

施策名 防犯・交通安全の推進 学校教育課 （学校安全対策事業：KPIのみ）

【施策指標に関する分析】

刑法犯認知件数 人身交通事故発生件数

件 件253324

警察・防犯協会・自主防犯ボランティアと連携し街頭啓発

活動を行いました。しかしながら、全県的に刑法犯認知件

数は増えており、安曇野市も昨年より80件ほど増えてい

ます。特殊詐欺被害の件数も前年に比べて増加傾向にあ

ります。

【施策指標に関する分析】 【施策指標に関する分析】

季別の交通安全運動での啓発、市内の小中学校の交通安

全教室において、それぞれの交通事故事例に触れ啓発を

行ってきました。人身事故件数は、目標を22件下回り、年

比でも10件減少しており、事故抑止の取組みは一定の効果

をあげています。交通安全運動などを通じ、広くドライバー

に注意を呼び掛けるとともに、学校や家庭とも連携した取り

組みが必要と考えます。

通学路合同点検箇所の対策実施率は、R5では60％と目

標を下回っていたが、R7では67％まで改善し、目標値を

上回る結果となりました。合同点検の確実な実施と、対策

の必要性を明確に伝える情報整理・連携強化が重要な役

割となります。

通学路合同点検箇所

の対策実施率
%67.0 
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令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

地域づくり課
課長　征矢野　和久

市民生活部長
赤沼　さつき

弁護士・司法書士による無料相談会を定期的に開催しました。行政相談業務は国、県、市と多岐にわたり行政相談員の皆さんに、ご対応いただいています。消費者問題
に関する相談受付件数は707件あり、相談員による助言・あっせんにより13,971,984円の被害救済がなされました。

相談数は増加傾向にあり、今後も無料相談会等を実施します。消費者相談の内容は、年々巧妙化し
ていることから被害防止のため近隣市町村担当者と、情報交換や指導権限を有する県との連携を行
います。また、生活相談内容の多くは、庁内関係部署に引き継ぎを依頼することがあるため、連携が
必要です。相談業務の広報は、ホームページ等で案内します。相談業務担当のスキルアップを研修等
で行います。巧妙化する商法に合わないよう出前講座で対応策を説明します。個々の相談に対応しう
る担当部署へ早期の案内を行います。

今後の展開・方向性

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

消費者を取り巻く環境の変化を捉え、市民が安全・安心に
暮らせる消費生活社会を目指します。

地域づくり課 消費者行政対策事業、市民相談事業目標 安全で安心に暮らせるまち

施策名 消費者保護の推進

作成者 評価者 基本施策の成果や課題

【施策指標に関する分析】

消費生活講座参加数 消費者契約に対する苦情

解決割合
人 %98.7382

年代ごとに身近な話題を取り上げた啓発用品の配布や周

知を行った結果、若年層から高齢層まで幅広い世代の受

講につながりました。その結果、消費生活講座の参加者数

は目標値300人に対し382人となり、達成率は約

127％、前年からも176人増加するなど、参加者数の面

では高い成果が得られました。

【施策指標に関する分析】

国の主催する各種研修への参加により消費生活相談員の

スキルアップが図られた結果、苦情解決割合は98.7％と目

標を上回り、前年よりも0.5ポイント改善しました。消費者契

約に関する苦情の大半を着実に解決できており、対応ス

キームが安定して機能していると評価できます。
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令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

作成者 評価者 基本施策の成果や課題 今後の展開・方向性

都市計画課
課長 大澤　淳

都市建設部長
宮沢　英昭

　「空き家利活用の推進」「集落の住環境保全と産業発展の両立」「防災まちづくり」を主軸に、「安曇野市の適正な土地利用に関する条例」及び「安曇野市土地利用基本
計画」の改定を行いました。（令和８年４月施行）
　技術革新や社会情勢の変化に伴い土地利用の形態が多様化している中、適切な規模・位置の開発事業の誘導を図る必要があります。

　今後も秩序ある土地利用を推進するため、土地利用制度の適切な運用に努めます。
　また、改正前の制度における課題（空き家・空き地利活用等）の推移を注視します。

建築住宅課
課長 新保　賀朗

都市建設部長
宮沢　英昭

 令和７年度に、「空き家利活用の推進」、「集落の住環境保全と産業発展の両立」、「防災まちづくり」を主軸に、「安曇野市の適正な土地利用に関する条例」及び「安曇野
市土地利用基本計画」の改定が行われ、令和８年４月から施行されています。
　技術革新や社会情勢の変化を受け、土地利用の形態も多様化している中、引き続き適切な開発事業と秩序ある土地利用を推進していく必要があります。

　「安曇野市土地利用ガイドライン」等をとおして、令和８年４月から施行された改正土地利用制度の
適切な運用に努めるとともに、制度が目標とする「暮らしやすさと産業発展のバランスが取れたまちづ
くり」を引き続き推進します。

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

安曇野の地域特性を生かし、暮らしやすさと産業発展が調
和した持続可能なまちづくりを進めます。

都市計画課
都市計画総務費、駅周辺整備事業（市単）、都市再生整備計画事業(明科駅周辺）、土
地利用制度

目標 自然と暮らしやすさが調和するまち

建築住宅課 土地利用調整事業
施策名 自然と発展が織りなすまちづくり

【施策指標に関する分析】

居住誘導区域内の

新築件数割合
%

44.1 

各年度により新築件数割合は変動するが、令和7年度

の区域内新築件数割合は、直近３年間で最も高い割合と

なっており、居住誘導区域内への建築誘導（≒人口誘導）

を適切に図ることができました。

今後も、本指標と密接に繋がりのある土地利用制度の

適正な運用に努めます。
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目標値 実績
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令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

作成者 評価者 基本施策の成果や課題 今後の展開・方向性

建設整備課
課長　山田　四七夫

都市建設部長
宮沢　英昭

　安曇野市道路整備推進計画に基づき、交付金・起債を活用した幹線道路の拡幅改良、歩道の設置などの安全施設整備を行いました。
　生活道路については、地域から寄せられた要望をもとに優先度を判断し、緊急性、必要性の高い道路から整備を行いました。
　松糸道路では用地買収及び、市道と用水路の付け替え工事に着手しました。また、アクセス道路でも、用地買収に着手しています。
　資材、労務単価が高騰する中、限られた予算で、選択と集中、経済的な工法による事業の推進が必要です。

　設計にあたり、経済性、省力化に優れた工法を選定し、コスト縮減に努めます。
　整備効果を見極めながら事業個所を選定していきます。
　松糸道路では、引き続き県と連携しながら、整備推進に向け取り組みます。

維持管理課
課長　小穴　清隆

都市建設部長
宮沢　英昭

　パトロールや通報により確認された舗装のポットホール等は、直営作業により早急な対応を図りました。老朽化が進む橋梁及び道路の舗装は、優先度を判断し国から
の交付金を財源に、内示に合わせた修繕事業を進め安全性を確保しました。また、除雪・融雪対策については業務委託及び直営作業により安全確保が図れました。
　しかし、国からの交付金は十分な配当が得られないため、計画どおりの事業進捗が図れておらず、老朽化が進む道路ストックに対し維持補修が追い付いていない状況
であり、十分な財源確保が課題です。また、除雪・融雪対策も、車両や機械の老朽化、受託者の高齢化や担い手不足が進んでいます。

　多種多様な事象に対し、緊急性や必要性を判断しながらコスト意識をもった効果的な維持修繕を
行っていきます。
　また、除雪・融雪に使用する車両や機械は、補助金等を活用し計画的に更新し、受託者の高齢化や
担い手不足の対策としては、現受託者からの紹介や情報提供、広報による公募などを行い新規受託
者の参入を図っていきます。

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

利便性や安全性が確保された道路整備を推進し、暮らしや
すいまちを目指します。

建設整備課

市道新設改良事業(交付金)、県営新設改良事業負担金、市道新設改良事業(合併特例債)、
市道新設改良事業(市単独)、土木総務費、市道新設改良事業(松糸道路関連)、道路改良総
務費、市道新設改良事業（黒沢川調節池関連）、国県事業推進事業、建設技術者等資格取得
費補助金交付事業　など

目標 自然と暮らしやすさが調和するまち

維持管理課
道路橋梁維持事業、道路橋梁修繕事業(交付金)、除雪融雪事業、道路維持総務費、道
の駅管理事務、道路維持作業車整備事業施策名 道路整備の推進

【施策指標に関する分析】

市道延長に対する舗

装延長の割合

改良済み市道延長に対す

る歩道整備延長の割合

% %55.377.3

舗装延長については、微弱ですが増加傾向にあります。

【施策指標に関する分析】

歩道整備を実施していますが、改良済み延長も伸びてい

るため、達成率は下がりました。
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令和７年度　基本施策評価シート ２　関連する主な事業一覧

１　基本施策に対する基本姿勢

３　施策指標

４　所管課による評価

政策経営課
課長　白鳥　和子

政策部長
小林　雄治

個々の移動ニーズに対応する取組としては、デマンド交通「あづみん・のるーと安曇野」の充実（土日運行、Ｒ４年11月導入の予約システムの利用普及、キャッシュレス決
済の導入等）に加え、市内高校通学者へのコミュニティバス（定時定路線）の周知等を通じ、R7年度は利用者数が過去最高となりました。このほかＲ７年度は山岳路線バ
スの実証運行に取組み、好評を得ました。
一方で、デマンド交通の需要超過により予約が取りづらい時間帯があるほか、運行車両を増やしたくとも運転手の不足や運行経費の高騰といった課題があります。

日常の足として最も身近なデマンド交通に集中する需要の分散を図るため、市内公共交通ネットワー
クの再編に向けた研究・実証に取組みます。R8年度は、R7年度に続き山岳観光バス（三股線）の実
証運行を実施するほか、需要分散に向けた各種交通システム導入に向けた研究・調査を行います。ま
た、これら調査等の結果を踏まえ、R8～9年度の2カ年で地域公共交通利便増進実施計画の策定に
取組みます。

今後の展開・方向性

関係課 事業名

将来ビジョン 自然、文化、産業が織りなす　共生の街　安曇野

方針
（目指すべき方向性）

個々の移動ニーズに対応する交通手段を整備し、将来にわ
たって利用される地域公共交通の実現を目指します。

政策経営課 公共交通事業、公共交通連携事業目標 自然と暮らしやすさが調和するまち

施策名 持続可能な公共交通の形成

作成者 評価者 基本施策の成果や課題

【施策指標に関する分析】

デマンド交通

「あづみん」

の利用者

市民意識調査「公共交通

網が整備されている」と

思う市民の割合人 %19.7102,417

デマンド交通については、R６年４月から土日祝日運行を

開始、R7年４月からはキャッシュレス決済を導入するなど

各種取組みが功を奏し、R7年度は初めて10万人を超え

過去最多の利用者数となりました。

【施策指標に関する分析】

デマンド交通における各種取組のほか、R7年度は山岳路

線バスの実証運行に取組むなど、公共交通体系の整備、利

便性向上に向けた取組を進める一方で、デマンド交通は利

用が集中する朝・夕などは需要超過となる状況にあり、エリ

ア及び時間帯によっては予約が取りづらい状況もあり、市

民意識調査の結果はわずかな上昇率にとどまっています。
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